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埼玉県設計委託最低制限価格制度実施要領 
 

（省略） 

 

附 則 

１ この要領は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、令和元年９月３０日までに公告又は指名通知し 

 たものについては、従前の例による。 

 

   附 則 

１ この要領は、令和６年６月20日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、令和６年６月19日までに公告又は指名通知したものについて

は、従前の例による。 
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改 正 現 行 

別表１（第４条第１項第一号関連） 

業種区分 ① ② ③ ④ 

測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額 

諸経費の額に１０ 

分の５を乗じて得 

た額 

 

建築関係の建設

コンサルタント

業務 

直接人件費の額 特別経費の額 

技術料等経費の額に

１０分の６を乗じて

得た額 

諸経費の額に１０

分の６を乗じて得

た額 

※ 

土木関係の建設

コンサルタント

業務 

直接人件費の額 直接経費の額 

その他原価の額に１

０分の９を乗じて得

た額 

一般管理費等の額

に１０分の５を乗

じて得た額 

直接人件費の額 直接経費の額 

技術経費の額に 

１０分の６を乗じて

得た額 

諸経費の額に１０

分の６を乗じて得

た額 

地質調査業務 直接調査費の額 

間接調査費の額

に１０分の９を

乗じて得た額 

解析等調査業務費の

額に１０分の８を乗

じて得た額 

諸経費の額に１０ 

分の５を乗じて得 

た額 

※ 

補償関係コンサ

ルタント業務 

直接人件費の額 直接経費の額 

その他原価の額に１

０分の９を乗じて得

た額 

一般管理費等の額

に１０分の５を乗

じて得た額 

直接人件費の額 直接経費の額 

技術経費の額に 

１０分の６を乗じて

得た額 

諸経費の額に１０

分の６を乗じて得

た額 

※「土木関係の建設コンサルタント業務」及び「補償関係コンサルタント業務」  

  においては、使用する積算基準書等の体系により上段、下段を使い分ける。 

注１ 上記①から④は、円未満を切り捨てた額とする。 

注２ 複数の業種を一括して発注する場合の第４条第１号の「合計額」は、それぞれの業務

の業種区分の上記①から④を一括合計した金額とする。 

注３ 地質調査業務の解析等調査業務費が建設コンサルタント業務の積算方法による場合で

あっても地質調査業務の③の欄によって算出する。   
 

別表１（第４条第１項第一号関連） 

業種区分 ① ② ③ ④ 

測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額 

諸経費の額に１０分

の４．８を乗じて得

た額 

 

建築関係の建設

コンサルタント

業務 

直接人件費の額 特別経費の額 

技術料等経費の額に

１０分の６を乗じて

得た額 

諸経費の額に１０

分の６を乗じて得

た額 

※ 

土木関係の建設

コンサルタント

業務 

直接人件費の額 直接経費の額 

その他原価の額に１

０分の９を乗じて得

た額 

一般管理費等の額

に１０分の４．８

を乗じて得た額 

直接人件費の額 直接経費の額 

技術経費の額に 

１０分の６を乗じて

得た額 

諸経費の額に１０

分の６を乗じて得

た額 

地質調査業務 直接調査費の額 

間接調査費の額

に１０分の９を

乗じて得た額 

解析等調査業務費の

額に１０分の８を乗

じて得た額 

諸経費の額に１０

分の４．８を乗じ

て得た額 

※ 

補償関係コンサ

ルタント業務 

直接人件費の額 直接経費の額 

その他原価の額に１

０分の９を乗じて得

た額 

一般管理費等の額

に１０分の４．５

を乗じて得た額 

直接人件費の額 直接経費の額 

技術経費の額に 

１０分の６を乗じて

得た額 

諸経費の額に１０

分の６を乗じて得

た額 

※「土木関係の建設コンサルタント業務」及び「補償関係コンサルタント業務」  

  においては、使用する積算基準書等の体系により上段、下段を使い分ける。 

注１ 上記①から④は、円未満を切り捨てた額とする。 

注２ 複数の業種を一括して発注する場合の第４条第１号の「合計額」は、それぞれの業務

の業種区分の上記①から④を一括合計した金額とする。 

注３ 地質調査業務の解析等調査業務費が建設コンサルタント業務の積算方法による場合で

あっても地質調査業務の③の欄によって算出する。   
 

 


